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単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元  1,000株）

1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期        4,321    △6.0        △126 －         △163 －
17年 9月中間期        4,598    △3.4        △231 －         △250 －

18年 3月期       12,554－          △34 －          △63 －

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 9月中間期         △169 －         △15.98
17年 9月中間期         △700 －         △66.18

18年 3月期         △335 －         △31.68

(注 )1.期中平均株式数 18年 9月中間期     10,582,394株 17年 9月中間期     10,583,018株
18年 3月期     10,582,918株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期        8,970        1,474     16.4        139.34
17年 9月中間期        9,199        1,343     14.6        126.92

18年 3月期        9,625        1,663     17.3        157.22

(注 )1.期末発行済株式数 18年 9月中間期     10,582,296株 17年 9月中間期     10,583,018株
18年 3月期     10,582,618株

2.期末自己株式数 18年 9月中間期         14,213株 17年 9月中間期         13,491株
18年 3月期         13,891株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       12,700         180         175

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          16円 54銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

期 末 年 間
18年 3月期 － －
19年 3月期(実 績 ) －
19年 3月期(予 想 ) 2.00 2.00

(注 )18年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 現 時 点 に お い て 合 理 的 と 判 断 す る デ ー タ に 基 づ い て 作 成 し て お り 、 様 々
な 不 確 定 要 素 が 内 在 し て い る た め 、 実 際 の 業 績 は 、 予 想 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
(注)記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金預金  1,196,466   987,695   1,165,690   

２ 受取手形 ※５ 192,892   169,022   156,244   

３ 完成工事未収入金  1,628,887   1,582,810   2,420,403   

４ 不動産事業等 
  未収入金  4,012   639   20,248   

５ 販売用不動産 ※２ 465,693   934,306   477,991   

６ 未成工事支出金  1,889,530   1,466,469   1,147,016   

７ 不動産事業支出金 ※２ 79,864   290,822   825,246   

８ その他  329,294   300,033   217,822   

貸倒引当金  △2,696   △177   △261   

流動資産合計   5,783,946 62.9  5,731,623 63.9  6,430,402 66.8 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２ 566,211   539,705   557,790   

(2) 土地 ※２ 1,938,894   1,938,894   1,938,894   

(3) その他  21,463   21,197   22,232   

有形固定資産計  2,526,569   2,499,797   2,518,917   

２ 無形固定資産  6,817   6,817   6,817   

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ 447,810   204,696   226,913   

(2) 長期貸付金  91,681   84,295   90,344   

(3) その他  413,787   520,734   421,276   

貸倒引当金  △70,874   △77,385   △69,195   

投資その他の 
資産計 

 882,403   732,341   669,339   

固定資産合計   3,415,791 37.1  3,238,955 36.1  3,195,074 33.2 

資産合計   9,199,737 100.0  8,970,579 100.0  9,625,476 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  848,440   657,540   1,517,420   

２ 工事未払金  1,925,477   1,753,784   1,551,493   

２ 
３ 短期借入金 ※ 

４ 
1,685,596   1,695,600   1,385,600   

４ 未払法人税等  7,073   5,130   6,342   

５ 未成工事受入金  1,255,838   1,237,534   1,176,457   

６ 賞与引当金  64,358   54,834   44,558   

７ 完成工事補償引当金  5,641   3,999   5,156   

８ 工事損失引当金  78,600   48,010   26,500   

９ その他  203,532   129,814   241,852   

流動負債合計   6,074,558 66.0  5,586,246 62.3  5,955,382 61.9 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債  499,300   481,200   496,500   

２ 長期借入金 ※２ 578,773   765,713   834,303   

３ 土地再評価に係る 
  繰延税金負債 

 529,492   529,492   529,492   

４ 債務保証損失引当金  90,572   90,572   90,572   

５ その他  83,871   42,766   55,472   

固定負債合計   1,782,010 19.4  1,909,744 21.3  2,006,341 20.8 

負債合計   7,856,569 85.4  7,495,991 83.6  7,961,723 82.7 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   635,342 6.9  ― ―  635,342 6.6 

Ⅱ 利益剰余金           

  １ 利益準備金  9,000   ―   9,000   

 ２ 任意積立金  480,000   ―   480,000   

３ 中間(当期)未処理 
損失  396,757   ―   31,618   

利益剰余金合計   92,242 1.0  ― ―  457,381 4.8 

Ⅲ 土地再評価差額金   513,932 5.6  ― ―  513,932 5.3 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   103,388 1.1  ― ―  58,931 0.6 

Ⅴ 自己株式   △1,737 △0.0  ― ―  △1,834 △0.0 

資本合計   1,343,168 14.6  ― ―  1,663,753 17.3 

負債資本合計   9,199,737 100.0  ― ―  9,625,476 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   ― ―  635,342 7.1  ― ― 

２ 利益剰余金           

(1) 利益準備金  ―   9,000   ―   

(2) その他利益剰余金           

任意積立金  ―   480,000   ―   

繰越利益剰余金  ―   △200,705   ―   

利益剰余金合計   ― ―  288,294 3.2  ― ― 

３ 自己株式   ― ―  △1,920 △0.0  ― ― 

 株主資本合計   ― ―  921,715 10.3  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 

  評価差額金 
  ― ―  38,939 0.4  ― ― 

２ 土地再評価差額金   ― ―  513,932 5.7  ― ― 

 評価・換算差額等 
 合計 

  ― ―  552,872 6.1  ― ― 

純資産合計   ― ―  1,474,587 16.4  ― ― 

負債純資産合計   ― ―  8,970,579 100.0  ― ― 
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② 【中間損益計算書】 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(千円) 百分比 
(％) 

金額(千円) 百分比 
(％) 

金額(千円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高           

１ 完成工事高  4,411,087   4,164,603   12,290,363   

２ 不動産事業等売上高  187,512 4,598,599 100.0 157,314 4,321,917 100.0 263,814 12,554,177 100.0 

Ⅱ 売上原価           

１ 完成工事原価  4,241,794   3,971,531   11,555,905   

２ 不動産事業等 
  売上原価  164,674 4,406,469 95.8 107,177 4,078,708 94.4 206,469 11,762,374 93.7 

売上総利益           

１ 完成工事総利益  169,292   193,072   734,457   

２ 不動産事業等総利益  22,837 192,130 4.2 50,137 243,209 5.6 57,345 791,802 6.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   423,148 9.2  369,465 8.5  826,335 6.6 

営業損失   231,018 △5.0  126,256 △2.9  34,533 △0.3 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  3,690   2,332   6,045   

２ その他  15,067 18,758 0.4 11,074 13,407 0.3 32,804 38,850 0.3 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  23,098   19,634   39,467   

２ 社債利息  3,361   3,376   6,835   

３ その他  11,989 38,448 0.9 27,793 50,805 1.2 21,607 67,911 0.5 

経常損失   250,708 △5.5  163,654 △3.8  63,594 △0.5 

Ⅵ 特別利益 ※ ３  7,636 0.2  231 0.0  152,198 1.2 

Ⅶ 特別損失 ※ ４ 
５ 

 511,591 11.1  466 0.0  512,667 4.1 

税引前中間(当期) 
純損失    754,662 △16.4  163,889 △3.8  424,063 △3.4 

法人税、住民税 
及び事業税 

 2,548   2,018   4,808   

法人税等調整額  △56,780 △54,232 △1.2 3,178 5,197 0.1 △93,580 △88,772 △0.7 

中間(当期)純損失   700,429 △15.2  169,086 △3.9  335,290 △2.7 

前期繰越利益   219,973   ―   219,973  

土地再評価差額金 
取崩額   83,698   ―   83,698  

中間(当期)未処理 
損失 

  396,757   ―   31,618  
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③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

 

株主資本 

 利益剰余金   

その他利益剰余金 
 

資本金 
利益準備金 

任意積立金 繰越利益剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 635,342 9,000 480,000 △31,618 457,381 △1,834 1,090,888 

中間会計期間中の変動額        

 中間純損失    △169,086 △169,086  △169,086 

 自己株式の取得      △86 △86 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

       

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ― △169,086 △169,086 △86 △169,173 

平成18年９月30日残高(千円) 635,342 9,000 480,000 △200,705 288,294 △1,920 921,715 

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 58,931 513,932 572,864 1,663,753 

中間会計期間中の変動額     

 中間純損失    △169,086 

 自己株式の取得    △86 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△19,992 ― △19,992 △19,992 

中間会計期間中の変動額合計(千円) △19,992 ― △19,992 △189,165 

平成18年９月30日残高(千円) 38,939 513,932 552,872 1,474,587 

 
 



 - 6 -

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
  子会社株式 
   移動平均法による原

価法 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部資本直入法に
より処理し、売却
原価は移動平均法
により算定してい
る) 

(1) 有価証券 
  子会社株式 

同左 
 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

中間決算日の市
場価格等に基づ
く時価法(評価差
額は全部純資産
直入法により処
理し、売却原価
は移動平均法に
より算定してい
る) 

(1) 有価証券 
  子会社株式 

同左 
 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定している) 

    時価のないもの 
    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 
同左 

   時価のないもの 
同左 

 (2)   ――――――― (2) デリバティブ 
時価法 

 (2) デリバティブ  
同左 

 (3) たな卸資産 
①販売用不動産 

個別法による原価法 
②未成工事支出金 

個別法による原価法 
③不動産事業支出金 

個別法による原価法 
④貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3) たな卸資産 
①販売用不動産 

同左 
②未成工事支出金 

同左 
③不動産事業支出金 

同左 
④貯蔵品 

同左 

(3) たな卸資産 
①販売用不動産 

同左 
②未成工事支出金 

同左 
③不動産事業支出金 

同左 
④貯蔵品 

同左 
２ 固定資産の減価償

却の方法 
有形固定資産 
定率法。 
なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっている。 

有形固定資産 
同左 

有形固定資産 
同左 

 長期前払費用 
定額法 

長期前払費用 
同左 

長期前払費用 
同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  売上債権、貸付金等の

貸倒による損失に備え
るため、一般債権につ
いては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特
定の債権については個
別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を
計上している。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
  従業員賞与の支給に備

えるため、支給見込額
を計上している。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係るかし担
保等の費用に備えるた
め、当中間期末に至る

１年間の完成工事高に
対する将来の見積補償
額に基づいて計上して

いる。 

(3) 完成工事補償引当金 

同左 

(3) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係るかし担
保等の費用に備えるた
め、当期の完成工事高

に対する将来の見積補
償額に基づいて計上し
ている。 

 (4) 工事損失引当金 
受注工事に係る将来の
損失に備えるため、当

中間期末における未引
渡工事の損失見込額を
計上している。なお、

前中間期末における未
引渡工事の損失見込額
(30,000千円)について

は、工事未払金に含め
て表示していたが、リ
サーチ・センター審理

情報[NO.21](平成17年
3月11日 日本公認会
計士協会)を踏まえ、

前期末より工事損失引
当金として表示してい
る。 

(4) 工事損失引当金 
受注工事に係る将来の
損失に備えるため、当

中間期末における未引
渡工事の損失見込額を
計上している。 

(4) 工事損失引当金 
    受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当

期末における未引渡工
事の損失見込額を計上
している。 

 

 (5) 債務保証損失引当金 
関係会社への債務保証
に係る損失に備えるた

め、関係会社の財政状
態等を勘案し、損失負
担見込額を計上してい

る。 

(5) 債務保証損失引当金 
同左 

(5) 債務保証損失引当金 
同左 

４ リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい
る。 
 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ その他中間財務

諸表(財務諸表)
作成のための基
本となる重要な

事項 

(1) 完成工事高の計上基準
長期大型(工期１年
超、請負金額建築３億
円以上、土木２億円以
上)の工事に係る収益
の計上については、工
事進行基準を、その他
の工事については、工
事完成基準を適用して
いる。なお、当中間会
計期間の工事進行基準
による完成工事高は、   
1,821,165 千 円 で あ
り、完成工事原価は、 
1,741,027 千 円 で あ
る。 

(1) 完成工事高の計上基準
長期大型(工期１年
超、請負金額建築３億
円以上、土木２億円以
上)の工事に係る収益
の計上については、工
事進行基準を、その他
の工事については、工
事完成基準を適用して
いる。なお、当中間会
計期間の工事進行基準
による完成工事高は、
953,818千円であり、
完 成 工 事 原 価 は 、 
880,320千円である。 

(1) 完成工事高の計上基準
長期大型(工期１年
超、請負金額建築３億
円以上、土木２億円以
上)の工事に係る収益
の計上については、工
事進行基準を、その他
の工事については、工
事完成基準を適用して
いる。なお、当事業年
度の工事進行基準によ
る 完 成 工 事 高 は 、
3,895,426千円であ
り、完成工事原価は、
3,723,148千円であ
る。 

 (2) 繰延資産の処理方法 
社債発行費は、支出時
に全額費用として処理

している。 

(2)  ――――――― 
 

(2) 繰延資産の処理方法 
社債発行費は、支出
時に全額費用として

処理している。 
 (3) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税
に相当する額の会計処
理は、税抜方式によっ
ている。 
なお、仮払消費税等と
仮受消費税等は相殺の
うえ、中間貸借対照表
上、流動資産の「その
他」に含めて表示して
いる。 

(3) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税
に相当する額の会計処
理は、税抜方式によっ
ている。 
なお、仮払消費税等と
仮受消費税等は相殺の
うえ、中間貸借対照表
上、流動負債の「その
他」に含めて表示して
いる。 

(3) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税
に相当する額の会計処
理は、税抜方式によっ
ている。 

   

 

会計処理の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産の
減損に係る会計基準(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平
成14年8月9日))及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第6号 平
成15年10月31日)を適用してい
る。これにより税引前中間純損失

は363,414千円増加している。 

 
――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度より、固定資産の減損
に係る会計基準(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14
年8月9日))及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第6号 平成15
年10月31日)を適用している。こ
れにより税引前当期純損失は

363,414千円増加している。 
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前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関す 
る会計基準) 
 当中間会計期間より、｢貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準｣
(企業会計基準第5号 平成17年12月9日)
及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針｣(企業会
計基準適用指針第8号 平成17年12月9
日)を適用している。 
これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、1,474,587千円である。 
 なお、当中間会計期間における中間
貸借対照表の純資産の部については、
中間財務諸表等規則の改正に伴い、改
正後の中間財務諸表等規則により作成
している。 

――――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 
額は、943,107千円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 
額は、960,588千円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 
額は、944,526千円である。 

※２下記の資産は、長期借入金
578,773千円及び短期借入金
585,596千円(長期借入金から
の振替分85,596千円を含む)の
担保に供されている。 

建物 524,006千円

土地 1,862,353 

投資有価証券 377,832 

計 2,764,191千円
 

※２下記の資産は、長期借入金
765,713千円及び短期借入金
695,600千円(長期借入金からの
振替分75,600千円を含む)の担
保に供されている。 

販売用不動産 535,857千円

不動産事業 
支出金 210,957  

建物 491,835 
土地 1,862,353 

投資有価証券 172,446 

 計 3,273,450千円
上記のほか、子会社の借入金の
担保として、販売用不動産
13,976千円を担保提供してい
る。 

※２下記の資産は、長期借入金
834,303千円及び短期借入金
285,600千円(長期借入金からの
振替分75,600千円を含む)の担
保に供されている。 
不動産事業 
支出金 745,381千円

建物 507,216 

土地 1,862,353 

投資有価証券 204,180 

 計 3,319,131千円
上記のほか、子会社の借入金の
担保として、販売用不動産
13,976千円を担保提供してい
る。 

３ 偶発債務(保証債務) 
下記の会社等の金融機関から
の借入金に対し、債務保証を
行っている。 
常陸推進工業㈱ 59,405千円
桜川ハイツ 
管理組合法人 

866 

計 60,271千円
 

３ 偶発債務(保証債務) 
下記の会社の金融機関からの借
入金に対し、債務保証を行って
いる。 
㈱スイシン 217,029千円

  

３ 偶発債務(保証債務) 
下記の会社等の金融機関から
の借入金に対し、債務保証を
行っている。 
㈱スイシン 23,033千円
桜川ハイツ 
管理組合法人 

124 

計 23,157千円
 

※４ 当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約 
当社は、資金調達の機動性を
高めるため、金融機関３行と
の間に当座貸越契約を、金融
機関５行との間に融資枠(コミ
ットメントライン)をそれぞれ
設定している。なお、これら
の契約に基づく当中間期末の
借入の実行状況はそれぞれ以
下のとおりである。 
当座貸越 
極度額 1,190,000千円 

借入実行残高 500,000 
差引借入 
未実行残高 

690,000千円 

 
貸出コミット 
メントの総額 

1,000,000千円 

借入実行残高 1,000,000 
差引借入 
未実行残高 

   ― 千円 
 

※４ 当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約 
当社は、資金調達の機動性を
高めるため、金融機関３行と
の間に当座貸越契約を、金融
機関５行との間に融資枠(コミ
ットメントライン)をそれぞれ
設定している。なお、これら
の契約に基づく当中間期末の
借入の実行状況はそれぞれ以
下のとおりである。 
当座貸越 
極度額 1,190,000千円 

借入実行残高   590,000 
差引借入 
未実行残高 

  600,000千円 

 
貸出コミット 
メントの総額 

1,000,000千円 

借入実行残高 1,000,000 
差引借入 
未実行残高 

   ― 千円 

  

※４ 当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約 
当社は、資金調達の機動性を
高めるため、金融機関３行と
の間に当座貸越契約を、金融
機関５行との間に融資枠(コミ
ットメントライン)をそれぞれ
設定している。なお、これら
の契約に基づく当期末の借入
の実行状況はそれぞれ以下の
とおりである。 
当座借越 
極度額 1,190,000千円 

借入実行残高  200,000 

差引借入 
未実行残高 

 990,000千円 

 
貸出コミット 
メントの総額 

1,000,000千円 

借入実行残高 1,000,000 

差引借入 
未実行残高 

― 千円 
 

※５       ―――――― ※５  中間期末日満期手形の会計処
理については、手形交換日を
もって決済処理している。 
なお、当中間会計期間の末日
は、金融機関の休業日であっ
たため、次の中間期末日満期
手形が中間期末残高に含まれ
ている。 
受取手形     15,442千円 

※５      ―――――― 
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 過去１年間の完成工事高 
当社では、事業年度の上半
期に発生する完成工事高と
下半期に発生する完成工事
高との間に季節的変動が著
しく、当中間会計期間末に
至る１年間の完成工事高を
示せば次のとおりである。 
完成工事高 
前事業年度 
の下半期 

7,482,949千円

当中間会計 
期間 

4,411,087 

計 11,894,036千円
 

１ 過去１年間の完成工事高 
      同左 
 
 
 
 

 
 

完成工事高 
前事業年度 
の下半期 

7,879,276千円

当中間会計 
期間 

4,164,603 

計 12,043,879千円
 

１      ―――――― 

２ 減価償却実施額 

有形固定資産  19,429千円 
 

２ 減価償却実施額 

有形固定資産   19,562千円 
 

２ 減価償却実施額 

有形固定資産 40,871千円
 

※３      ―――――― ※３      ―――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの
は次のとおりである。 
投資有価証券 
売却益       142,544千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの
は次のとおりである。 

減損損失 363,414千円

債務保証損失 
引当金繰入額 90,572千円

 

※４   ―――――― 
 

※４ 特別損失のうち主要なもの
は次のとおりである。 

減損損失 363,414千円 

債務保証損失 
引当金繰入額 90,572千円 

 
※５ 減損損失 

当中間会計期間において、
以下の資産について減損損
失を計上している。 

用 途 種類 場所 件数 

賃貸用資
産 

土地 茨城県 2件 

遊休資産 土地 
茨城県 
他 

9件 

当社は、事業用資産につい
ては事業の種類別セグメン
トを基礎とした管理会計上
の単位毎に、また、賃貸用
資産及び遊休資産について
は、それぞれ個別の物件毎
にグルーピングを行ってい
る。 

※５   ―――――― 
 

※５ 減損損失 
当事業年度において、以下
の資産について減損損失を
計上している。 

用 途 種類 場所 件数 

賃貸用資
産 

土地 茨城県 2件 

遊休資産 土地 
茨城県 
他 

9件 

当社は、事業用資産につい
ては事業の種類別セグメン
トを基礎とした管理会計上
の単位毎に、また、賃貸用
資産及び遊休資産について
は、それぞれ個別の物件毎
にグルーピングを行ってい
る。 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当中間会計期間においては、賃
貸用資産に係る賃料水準及び遊
休資産の地価の下落等により、
上記資産の帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を
減損損失(363,414千円)として
特別損失に計上している。 
その内訳は、賃貸用資産(土
地)30,105千円、遊休資産(土
地)333,308千円である。 
なお、当該資産の回収可能価額
は、正味売却価額により測定し
ている。正味売却価額は、主と
して路線価による相続税評価額
に基づいて算定している。 

 当事業年度においては、賃貸
用資産に係る賃料水準及び遊
休資産の地価の下落等によ
り、上記資産の帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失(363,414千
円)として特別損失に計上して
いる。 
その内訳は、賃貸用資産(土
地)30,105千円、遊休資産(土
地)333,308千円である。 
なお、当該資産の回収可能価
額は、正味売却価額により測
定している。正味売却価額
は、主として路線価による相
続税評価額に基づいて算定し
ている。 
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数(千株) 

当中間会計期間 

増加株式数(千株) 

当中間会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間会計期間末 

株式数(千株) 

自己株式     

普通株式 13 0 ― 14 

合計 13 0 ― 14 
 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加である。 
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
中間期末残高相当額 

 １ リース物件の所有権が借主に移 
     転すると認められるもの以外の 
     ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額 

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 10,440 1,233 9,206 

車両運搬具 6,582 266 6,315 
工具器具・備品 40,401 17,998 22,402 
無形固定資産 
(ソフトウェア)

17,323 14,356 2,966 

合計 74,746 33,855 40,890 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 10,440 4,387 6,052 

車両運搬具 6,582 3,015 3,566 
工具器具・備品 38,040 20,316 17,724 
無形固定資産 
(ソフトウェア) 

4,375 3,715 660 

合計 59,438 31,434 28,003 
 

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

 
期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 10,440 3,083 7,356 

車両運搬具 6,582 1,868 4,713 
工具器具・備品 52,266 26,969 25,296 
無形固定資産 
(ソフトウェア) 

17,323 15,203 2,119 

合計 86,612 47,125 39,486 

  なお、取得価額相当額は、未経
過リース料中間期末残高が有形
固定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子
込み法により算定している。 

同左   なお、取得価額相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法に
より算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高
相当額 

② 未経過リース料中間期末残高 
相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 17,782千円

１年超 29,251 

 合計 47,033千円
 

１年内 15,314千円

１年超 23,577 

 合計 38,891千円
 

１年内 18,031千円

１年超 31,234 

 合計 49,266千円
 

  なお、未経過リース料中間期末
残高相当額は、未経過リース料
中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法によ
り算定している。 

同左   なお、未経過リース料期末残高
相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定してい
る。 

③ 支払リース料及び減価償却費
相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費 
相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費 
相当額 

支払リース料 7,413千円

減価償却費相当額 10,667千円
 

支払リース料 10,374千円

減価償却費相当額 11,483千円
 

支払リース料 17,046千円

減価償却費相当額 23,937千円
 

④ 減価償却費相当額の算出方法 ④ 減価償却費相当額の算出方法 ④ 減価償却費相当額の算出方法 
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を10％として定率法
により計算した減価償却費相
当額に簡便的に10/9を乗じた
額を各期に計上する方法によ
っている。 

 
同左 

 
同左 

２       ――――――― 
 

２ オペレーティング・リース取引 
  (借主側) 

未経過リース料 

１年内 2,476千円

１年超 9,245 

 合計 11,722千円
 

２       ――――――― 
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   （貸主側) 
      未経過リース料 

１年内 

１年超 

2,520千円 

9,408 

 合計 11,928千円 

上記は、すべて転貸リース取引に
係る貸主側の未経過リース料であ
る。なお、当該転貸リース取引
は、おおむね同一の条件で関係会
社にリースしているので、ほぼ同
額の残高が上記の借主側の未経過
リース料に含まれている。 
 

 
 

(減損損失について) 
リース資産に配分された減損損
失はないため、項目等の記載は省
略している。 

(減損損失について) 
同左 

(減損損失について) 
同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のある

ものはない。 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

 

（２）【その他】 

該当事項なし。 


